
東かがわ市

学校部活動及び新たな地域クラブ活動の

在り方等に関するガイドライン

－生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動の実現を目指して－

東かがわ市教育委員会

令和６年３月



目 次

はじめに ………………………………………………………………………………… １

本ガイドライン策定の趣旨等 ………………………………………………………… ２

Ⅰ 生徒の豊かなスポーツ・文化活動の実現を目指す取組み

１ 国の動向 ………………………………………………………………………… ３

２ 東かがわ市における学校部活動を取り巻く状況

（１）中学校部活動の現状 ……………………………………………………… ５

（２）これまでの部活動改革に向けた取組み ………………………………… ７

３ 東かがわ市における今後の目指す姿と取組みの方向性 …………………… ８

Ⅱ 学校部活動

１ 学校部活動の意義と学習指導要領上の位置付け …………………………… ９

２ 学校部活動の運営

（１）適切な運営のための体制整備 …………………………………………… 10

① 学校部活動に関する方針の策定等

② 指導・運営に係る体制の構築

（２）合理的かつ効率的・効果的な活動の推進 ……………………………… 11

① 適切な指導の実施

② 部活動指導員・外部指導者の活用

③ 学校部活動の再編

④ 学校単位で参加する大会等の見直し

（３）適切な休養日等の設定 …………………………………………………… 13

（４）生徒・地域のニーズを踏まえたスポーツ・文化芸術環境の整備 …… 14

（５）安全管理・事故防止 ……………………………………………………… 15

① 考え方と留意点

② 事故発生時の対応

３ 学校部活動と保護者・地域との連携

（１）保護者との連携 …………………………………………………………… 17

（２）地域との連携 ……………………………………………………………… 17



Ⅲ 新たな地域クラブ活動

１ 地域移行の目的及び方向性 …………………………………………………… 18

２ 東かがわクラブの運営と活動

（１）運営団体・実施主体 ……………………………………………………… 19

（２）参加者 ……………………………………………………………………… 19

（３）指導員 ……………………………………………………………………… 20

（４）活動 ………………………………………………………………………… 22

（５）学校との連携等 …………………………………………………………… 24

３ 学校部活動の地域移行に向けた東かがわクラブの取組み

（１）推進体制の整備 …………………………………………………………… 24

（２）ニーズの把握 ……………………………………………………………… 24

（３）指導員の確保 ……………………………………………………………… 25

（４）生徒や保護者等への情報発信 …………………………………………… 25

（５）活動場所の確保 …………………………………………………………… 25

（６）活動に係る経費等 ………………………………………………………… 25



１

は じ め に

学校部活動は、スポーツ・文化芸術に興味と関心をもつ生徒が自主的・自発的に参加し、

各部活動の責任者（以下「部活動顧問」という。）の指導の下、学校教育の一環として行わ

れ、スポーツや文化芸術等の振興を大きく支えてきた。

また、体力や技能の向上を図る目的以外にも、異年齢との交流の中で、生徒同士や生徒

と教員等との好ましい人間関係の構築を図り、学習意欲の向上や自己肯定感、責任感、連

帯感の涵養に資するなど、生徒の自主的で多様な学びの場として教育的意義を有してきた。

しかし、少子化が進展する中、部活動を従前と同様の体制で運営することは難しくなっ

てきており、本市においても存続が厳しい状況にある。また、専門性や意思に関わらず教

員が顧問を務めるこれまでの指導体制を継続することは、学校における働き方改革が進む

中、より一層厳しくなってきている。

このような状況下において、令和４年１２月にスポーツ庁・文化庁から「学校部活動及

び新たな地域クラブ活動の在り方等に関するガイドライン」（以下「国のガイドライン」と

いう。）が発出され、これを受けて令和５年３月に香川県教育委員会から「香川県学校部活

動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」（以下「県のガイ

ドライン」という。）が示された。

これらの提言を踏まえ、現在、本市で推進している「学校部活動改革及び地域クラブ活

動への段階的な移行に関する研究実践」とあわせて、学校と地域の連携・協働体制をより

一層整備し、生徒や保護者の負担に十分配慮しつつ、本市の特色を生かした持続可能な活

動環境を整備する必要がある。

また、生徒が豊かなスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる機会を確保

することで、学校の働き方改革を推進し、学校教育の質の向上につなげることを目的に本

ガイドラインを策定するものである。
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本ガイドライン策定の趣旨等
○ このガイドラインは、少子化の中でも将来にわたり、生徒がスポーツ・文化芸術活

動に継続して親しむことができる機会を確保することを目指し、国や県のガイドライ

ンを踏まえつつ、学校部活動が生徒にとって望ましいスポーツ・文化芸術環境となる

よう、適正な運営や効率的・効果的な活動の在り方について示すとともに、休日部活

動の地域移行に係る市の方向性や新たな地域クラブ活動を整備するために必要な対応

についてまとめたものである。

○ 原則として、国のガイドラインが改革推進期間とする令和５年度から令和７年度ま

での３年間を対象期間とする。ただし、国の方向性や県による地域移行のための協議

会における検討等を踏まえて、適宜見直しを図ることとする。

○ 「Ⅱ 学校部活動」については、国のガイドラインが都道府県に策定を求めている

「部活動の在り方に関する方針」として香川県が作成したものを踏まえ、本市教育委

員会が、「設置する学校に係る部活動の方針」として定めるものである。

○ 「Ⅲ 新たな地域クラブ活動」については、市内在住の中学生の活動を主な対象と

している。学校の教育課程外の活動として、社会教育法上の「社会教育」の一環とし

て捉えることができ、また、スポーツ基本法や文化芸術基本法上の「スポーツ」「文化

芸術」として位置付けられるものでもある。したがって、これまでの学校部活動と異

なるものであるが、学校と連携し、学校部活動の教育的意義を継承・発展しつつ、ス

ポーツ・文化芸術の振興の観点からも充実を図ることを大切にする。

○ なお、平成３１年４月策定の「東かがわ市立学校の部活動運営指針」は、廃止する。
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Ⅰ 生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動の実現を目指す取組み

１ 国の動向

部活動改革について、これまでの中央教育審議会答申や国の通知文、国会での附帯決

議等は、以下のとおりである。

令和４年１２月の国のガイドラインで、学校部活動の適正な運営や効率的・効果的な

活動の在り方とともに、新たな地域クラブ活動を整備するために必要な対応について、

国の考え方が提示され、地域クラブ活動への移行に向けた環境整備としては、「まずは休

日における地域の環境の整備を着実に推進」、「令和５年度から令和７年度までの３年間

を改革推進期間として地域連携・地域移行に取り組みつつ、地域の実情に応じて可能な

限り早期の実現を目指す」などが示された。

■ 「新しい時代の教育に向けた持続可能な学習指導・運営体制の構築のための学

校における働き方改革に関する総合的な方策について（中間まとめ）」（平成 29

年 12 月中央教育審議会）

→部活動については、学校の業務として行う場合であっても、必ずしも教師が

担わなければならない業務ではない。

■ 「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（平成 30年 3月スポー

ツ庁）※文化部活動も同様に平成 30年 12 月に文化庁策定

→生徒のスポーツ環境の充実の観点から、学校や地域の実態に応じて、スポー

ツ団体、保護者、民間事業者等の協力の下、学校と地域が協働・融合した形で

の地域におけるスポーツ環境整備を進める。

■ 「新しい時代の教育に向けた持続可能な学習指導・運営体制の構築のための学

校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」（平成 31 年 1月

中央教育審議会）

→地方公共団体や教育委員会が、学校や地域住民と意識共有を図りつつ、地域

で部活動に代わり得る質の高い活動の機会を確保できる十分な体制を整える取

組みを進め、環境を整えた上で、将来的には、部活動を学校単位から地域単位

の取組みにし、学校以外が担うことも積極的に進めるべきである。

■ 「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改

正する法律案に対する附帯決議」（令和元年 11 月衆議院文部科学委員会、同年 12

月参議院文部科学委員会）

→教育職員の負担軽減を実現する観点から、部活動を学校単位から地域単位の

取組みとし、学校以外の主体が担うことについて検討を行い、早期に実現する

こと。
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■ 「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」（令和 2年 9月文部科学

省）

→休日の部活動における生徒の指導や大会の引率については、学校の職務とし

て教師が担うのではなく地域の活動として地域の人材が担うこととし、地域部

活動を推進するための実践研究を実施する。その成果を基に、令和 5年度以降、

休日の部活動の段階的な地域移行を図るとともに、休日の部活動を望まない教

師が休日の部活動に従事しないこととする。

■ 「運動部活動の地域移行に関する検討会会議提言」（令和 4年 6月）※文化部

活動も同様に同年８月に取りまとめられた

→休日の運動部活動から段階的に地域移行をしていくことを基本とし、改革集

中期間（達成目標：令和 5年度から令和７年度末）を設定。平日の部活動の地

域移行は、できるところから取り組むことが考えられ、地域の実情に応じた休

日の地域移行の進捗状況等を検証し、更なる改革を推進。

■ 「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関するガイドライン」（令

和 4年 12 月スポーツ庁・文化庁）

→部活動の地域移行に当たっては、「地域の子供たちは、学校を含めた地域で育

てる。」という認識の下、生徒の望ましい成長を保障できるよう、地域の持続可

能で多様な環境を一体的に整備し、地域の実情に応じ生徒のスポーツ・文化芸

術活動の最適化を図り、体験格差を解消することが重要。令和 5年度から令和

7年度までの 3年間を改革推進期間として、地域連携・地域移行に取り組みつ

つ、地域の実情に応じて可能な限り早期の実現を目指す。



５

２ 東かがわ市における学校部活動を取り巻く状況
（１）中学校部活動の現状

学校部活動は、これまで生徒のスポーツ・文化芸術活動等に親しむ機会を確保し、生

徒の自主的・自発的な参加による活動を通じて、責任感、連帯感を涵養するなど、生徒

の自主的な学びの場として、大きな役割を担ってきた。

また、学校教育の一環として行われる部活動は、人間関係の構築を図ったり、自己肯

定感を高めたりするなどの教育的意義だけでなく、生徒の意欲向上など、学校運営上に

も意義があり、さらに、学校への信頼感を高めることや、学校の一体感や愛校心の醸成

にも大きく貢献してきた。

一方で、学校部活動をめぐる状況については、近年、特に持続可能性という面でその

厳しさを増している。東かがわ市における学校部活動を取り巻く状況は以下のとおりで

ある。

■ 市内の中学校生徒数は３校あわせて約５３０名（令和５年度４月現在）が在籍

している。この５年間で約１３０人、小学校とあわせると２２０人余り減少して

おり、今後もさらに減少する見込みである。（表１）

■ 市立中学校部活動に所属している生徒数は減少しているにも関わらず、部活動

数はほとんど変わっていない。

※ 現在、市立中学校で活動中の学校部活動（表２）

【全生徒の９割（令和５年５月現在）が所属】

■ 生徒数の減少と部活動数の関係から、種別によっては学校単位でのチーム編制

が困難となり、特に運動部においては活動の持続が厳しくなっている。

■ 部活動顧問のうち、６割余りの教員は専門としない種別の顧問をしており、専

門的な指導の不足が生じている。また、休日の活動での指導への関わりに、大き

な負担を感じている教員もいる。

■ 専門の種目において指導希望がある教員が、部員数の関係で専門外種目で顧問

を受け持たざるを得ない状況がある。

■ 学校の教員以外で生徒を指導できる地域人材は少なく、すでにスポーツ少年団

等の指導に関わっていたり、高齢であったり等の理由で、指導員としての依頼も

ままならない状況がある。



６

【表１】

【表２】

市内中学校部活動設置状況（令和５年度 現在）

部 活 動 種 別 引田中学校 白鳥中学校 大川中学校 合計

運

動

部

バスケットボール
男 ● ● ２

女 ● ● ２

バレーボール
男 ● ● ２

女 ● ● ● ３

ソフトテニス
男 ● ● ２

女 ● ● ● ３

卓球
男 ● ● ● ３

女 ● ● ２

軟式野球（男女） ● ● ● ３

サッカー（男女） ● ● ２

柔道（男女） ● ● ２

剣道（男女） ● ● ● ３

小 計 ６ １１ １２ ２９

文

化

部

吹奏楽・音楽 ● ● ● ３

美術 ● ● ２

パソコン・科学 ● ● ２

家庭科 ● １

小 計 ２ ２ ４ ８

合 計 ８ １３ １６ ３７

663
638

600

561
532 535 525

555

507
499

471 489

489

467

300

350

400

450

500

550

600

650

700

Ｈ
３０ Ｒ

１
Ｒ
２

Ｒ
３

Ｒ
４

Ｒ
５

Ｒ
６

Ｒ
７

Ｒ
８

Ｒ
９

Ｒ
１０

Ｒ
１１

Ｒ
１２

Ｒ
１３

市内３中学校の生徒数推移　　　　　　
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（２）これまでの部活動改革に向けた取組み

東かがわ市教育委員会では、令和３年度から、生徒にとって望ましいスポーツ・文化

芸術活動環境と学校の働き方改革の実現に向けて、香川県部活動地域移行推進事業の委

託を受け、実践研究を進めてきた。取組みの概要は以下のとおりである。

年 度 取 組 み 内 容

運
動
部
活
動

令和３年度
～

令和４年度

◎市内３中学校における合同部活動の実施
対 象：軟式野球、剣道、柔道、サッカー、

男女バレーボール、女子バスケットボール
内 容
・合同練習、休日におけるクラブイベント（レクリエ
ーション志向の児童生徒向けの活動）の実施

・地域の指導者による指導の実施

令和５年度～

◎休日における活動の地域移行
地域クラブ活動＝東かがわクラブ設立（令和５年４月）
対象：軟式野球、剣道、男子バレーボール
内 容
・休日活動の完全移行

・上記対象以外にも、移行計画を提示・関係者への説

明懇談会を実施

◎市内３中学校における合同部活動の継続実施
対 象：柔道、サッカー、女子バレーボール、

女子バスケットボール
内 容
・合同練習、休日におけるクラブイベント（レクリエ
ーション志向の児童生徒向けの活動）の実施による
完全移行への準備期間

・地域の指導者による指導の実施

文
化
部
活
動

令和５年度～

◎休日における市内３中学校合同部活動の実施
対 象：吹奏楽、美術
内 容
・地域の指導者（外部指導者）による指導の実施
・合同作品づくり、合同演奏の計画的な実施
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３ 東かがわ市における今後の目指す姿と取組みの方向性

【学校部活動の地域連携、地域クラブ活動への移行の全体像（イメージ）】

（参考：スポーツ庁・文化庁「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」参考資料）

【目指す姿】

■ 東かがわ市における中学校生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動の実現

市内中学校に所属する生徒が、どの中学校に在籍しても、スポーツや文

化芸術活動に関わる機会を平等に保障

⇒ 生徒が生涯にわたってスポーツ・文化芸術活動に親しむ機会を確保

新たなスポーツ・文化芸術環境の整備

【取組みの方向性】

■ 学校部活動については、その意義を踏まえたうえで、生徒にとって望ましい

スポーツ・文化芸術環境となるよう、適正な運営や効率的・効果的な活動の推

進を図ることとし、部活動の指導者として地域の人材を活用することや、複数

校・拠点校による合同部活動の実施など、地域との連携を、地域の実情に応じ、

積極的に進めていく。

■ 地域の運営団体・実施主体による地域クラブ活動への移行などの環境づくり

に向けては、東かがわクラブ（東かがわ市教育委員会設置）を組織し、まずは

休日の学校部活動について、学校や地域の実情等にも十分に配慮しながら、段

階的に進めていく。合意形成や条件整備等のために時間を要する場合があるこ

とも想定されるが、生徒の活動の機会確保に向け、地域の実情に応じて、でき

るところから丁寧に取り組む。

■ 学校部活動、地域クラブ活動とも、生徒等の多様なニーズに応じた活動を行

うことができる環境を整備する方向で取り組む。

学校部活動
【位置付け】学校教育の一環（教育課程外）

指導者 当該校の教員
参加者 当該校の生徒
場 所 当該校の施設
費 用 用具、交通費等の実費
補 償 災害共済給付

学校部活動の地域連携

指導者
部活動指導員等
関係校の教員

参加者 関係校の生徒
場 所 拠点校の施設
費 用 用具、交通費等の実費
補 償 災害共済給付

■合同部活動の導入や部活動指導員等の適切

な配置により生徒の活動機会を確保

【位置付け】学校と連携して行う

地域クラブ活動
（法律上は社会教育、スポーツ・文化芸術）

運営団体
・

実施主体

①東かがわ市教育委員会
地域のスポーツ団体や少年
団、文化芸術団体、地域学校
協働本部等との協力

指 導 者
地域の指導者
（一部教師の兼職兼業）

参 加 者 東かがわ市在住の生徒
※他の世代が一緒に参画する場合を含む

場 所

学校施設、社会教育施設、
公共のスポーツ・文化施設、
地域団体・民間事業者等が有
する施設

費 用
可能な限り低廉な会費＋用具
交通費等の実費

補 償 各種保険等

休日の地域クラブ活動

■東かがわクラブが実施。学校は、活動方
針、活動状況や生徒に関する情報の共有等
を通じて連携

■少子化の中、持続可能
な体制にする必要
（学校や地域によっては
存続が厳しい）

■地域の実情に応じた
段階的な体制整備

地域の実情に応じ、
当面は併存
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Ⅱ 学校部活動

１ 学校部活動の意義と学習指導要領上の位置付け

学校部活動は、学習指導要領上では、「第１章 総則」に下記のとおり位置付けられて

いる1。

○中学校学習指導要領（平成 29 年告示）

■ 学校部活動は、異年齢との交流や生徒同士・生徒と教員等との人間関係の構築

等を通じ、これまで生徒の自主的で多様な学びの場として、教育的意義を有して

きたものであることから、引き続き、生徒のスポーツ・文化芸術活動を守ってい

くとの認識のもと、部活動改革を進める必要がある。

■ 学校部活動は教育課程外の学校教育活動であり、生徒の自主的・自発的な参加

により行われる活動である。

■ スポーツや文化、科学等に親しみ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等

に資するものである。

■ 学校教育の一環として、教育課程との関連が図られるようにする。

■ 関係者の理解と協力のもと、生徒の視点に立った学校部活動運営を行う。

第 1章 総則

第５ 学校運営上の留意事項

１ 教育課程の改善と学校評価、教育課程外の活動との連携等

ウ 教育課程外の学校教育活動と教育課程の関連が図られるように留意するもの

とする。特に、生徒の自主的・自発的な参加により行われる部活動については、

スポーツや文化、科学等に親しませ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養

等、学校教育が目指す資質・能力の育成に資するものであり、学校教育の一環

として教育課程との関連が図られるよう留意すること。その際、学校や地域の

実態に応じ、地域の人々の協力、社会教育施設や社会教育関係団体等の各種団

体との連携などの運営上の工夫を行い、持続可能な運営体制が整えられるよう

にするものとする。

1 国のガイドラインでは、次期改定時に合わせて、その見直しを検討する予定であることが記載されてい

る。
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２ 学校部活動の運営

（１）適切な運営のための体制整備

① 学校部活動に関する方針の策定等

学校部活動の実施に当たっては、

・ 個々の生徒が今以上の技能や記録等の目標に挑戦できるよう支援することは大

切であるが、勝利至上主義的な考え方から過重な練習を強いたり、休日もほとん

どなく長時間にわたる活動を強制したりするなど、生徒のバランスのとれた生活

や成長に支障をきたすような取組みとならないようにすること

・ 活動においては生徒の心身疲労の蓄積を解消し、学校部活動に対する意欲の維

持、向上を図ることなどを踏まえ、活動計画等を作成することが必要である。

② 指導・運営に係る体制の構築

■ 東かがわ市教育委員会は、本ガイドラインを「設置する学校に係る部活動の

方針」とする。

■ 校長は、県教育委員会、市教育委員会の方針に則り、毎年度、「学校の部活動

に係る活動方針」を策定し、公表する。

■ 部活動顧問は、年間の活動計画並びに毎月の活動計画及び活動実績を、校長

に提出する。

■ 校長は、生徒や教員の数、部活動指導員2等の配置状況を踏まえ、指導内容の

充実、生徒の安全の確保、教員の長時間勤務の解消等の観点から、円滑に学校

部活動を実施できるよう、適正な数の部を設置する。その際、複数の指導者に

より多面的な指導ができるような体制を構築することが望ましい。

■ 校長は、部活動顧問の決定に当たっては、校務全体の効率的・効果的な実施

に鑑み、教員の他の校務分掌や本人の抱える事情、部活動指導員の配置状況等

を勘案した上で行う。

■ 東かがわ市教育委員会は、円滑に学校部活動を実施できるよう、部活動指導

員等を任用し、学校に配置する。また、教員ではなく部活動指導員が顧問とな

り指導や大会等の引率を担うことのできる体制の早期の構築を目指す。

■ 部活動指導員が十分に確保できない場合には、校長は、外部指導者を配置す

るなどして、生徒にとって安全かつ効果的な活動ができる体制を構築するとと

もに、教員の負担軽減に努める。

2 部活動指導員は、学校教育法施行規則第 78 条の２に基づき、「中学校における、スポーツ、文化、科学等

に関する教育活動（学校の教育課程として行われるものを除く。）に係る技術的な指導に従事する」学校の

職員（義務教育学校の後期課程、高等学校、中等教育学校並びに特別支援学校の中学部及び高等部につい

ては当該規程を準用。平成 29 年４月１日施行）であり、学校の教育計画に基づき、校長の監督を受け、部

活動の実技指導、大会・練習試合等の引率等を行う。校長は、部活動指導員に部活動の顧問を命じること

ができる。
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○ 部活動指導員が十分に確保できない場合には

・ 専門性を有する退職教員や地域の指導者等を積極的に活用するなどして、外部

指導者の配置に努める。

○ 現状の学校部活動数では生徒にとって望ましい活動ができない場合には

・ 生徒のスポーツ・文化芸術活動の機会が損なわれることがないよう、生徒・保

護者、教員等との十分な審議を経て、市教委とも相談のうえ、市立中学校が協力

して活動することも視野に入れ、活動の再編を検討する。

（２）合理的かつ効率的・効果的な活動の推進

① 適切な指導の実施

○ 運動部活動の指導について

・ 運動部活動の部活動顧問、部活動指導員及び外部指導者は、スポーツ医・科学

の見地からは、トレーニング効果を得るために休養等を適切に取ることが必要で

あること、また、過度の練習がスポーツ傷害・外傷のリスクを高め、必ずしも体

力・運動能力の向上につながらないこと等を正しく理解し、分野の特性等を踏ま

えた効率的・効果的なトレーニングの積極的な導入等により、休養等を適切に取

りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う必要がある。

○ 文化部活動の指導について

・ 文化部活動の顧問、部活動指導員及び外部指導者は、生徒のバランスの取れた

健全な成長の確保の観点から休養等を適切に取ることを理解し、分野の特性等を

踏まえた効率的・効果的な練習・活動の積極的な導入等により、休養等を適切に

取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う必要がある。

■ 東かがわ市教育委員会は、複数校・拠点校による合同部活動を適正かつ円滑

に実施し、該当校の部活動顧問が連携して指導に当たることができるよう、市

立中学校内での教員の兼務発令を県教委に申請して、指導運営体制の充実を図

る。

■ 生徒の心身の健康管理、事故防止を徹底し、体罰・ハラスメントを根絶する。

■ 分野の特性等を踏まえた効率的・効果的な練習・活動の積極的な導入等によ

り、休養等を適切に取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。

■ 生徒の運動・文化芸術等の能力向上や、生涯を通じてスポーツ・文化芸術等

に親しむ基礎を培うとともに、生徒がバーンアウトすることなく、技能の向上

や大会等での好成績等それぞれの目標を達成できるよう、生徒とコミュニケー

ションを十分に図った上で指導を行う。
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② 部活動指導員・外部指導者の活用

○ 部活動指導員の活用上の留意点

・ 校長は、部活動指導員や外部指導者を活用する際には、学校部活動の教育的意

義や目標、活動方針等を確認し合う機会を設け、学校の方針に従って指導面の一

翼を担えるようにする。

・ 生徒の発達の段階に応じた科学的な指導、安全確保や事故発生時の対応などは、

部活動指導員や外部指導者も教員と同様の対応が求められる。

○ 部活動指導員等の任用・配置に当たって

・ 東かがわ市教育委員会は、部活動指導員等の任用・配置に当たっては、学校教

育について理解し、適切な指導を行うために、学校部活動の位置付け、教育的意

義、生徒の発達段階に応じた科学的な指導、安全の確保や事故発生時の対応を適

切に行うこと、体罰（暴力）やハラスメント（生徒の人格を傷つける言動）は、

いかなる場合も許されないこと、服務（校長の監督を受けることや生徒、保護者

等の信頼を損ねるような行為の禁止等）を遵守すること等に関し、任用前及び任

用後の定期において研修3を行う。

③ 学校部活動の再編

○ 学校部活動の休部・廃部・創部等を検討する場合

・ 校長は、現在部に所属する生徒やその保護者等に対して検討の経過と結果など

を十分に説明し、丁寧に対応する。

・ 校長は、少なくとも卒業学年まで活動できるような体制を整えたり、合同チー

ムや合同練習などの運営を工夫したりするなど、生徒の活動の保障に努める。

・ 部活動の地域移行を推進する観点から、いかなる状況でも創部はしない。

なお、合同チーム・拠点校方式を運用する際には、相手校と十分な調整を行い、

大会への参加については、中学校体育連盟等の規定を確認しておく必要がある。

■ 生徒の活動内容への興味関心・意欲の向上や、専門的な知識や技能を十分に

もたない中で部活動顧問を務める教員の負担軽減を図るために、地域との連携

も踏まえたうえで、部活動指導員や外部指導者の活用を積極的に行う。

■ 部員数が揃わず、活動を行いにくい学校部活動を有する場合は、学校の実状

等を踏まえ、合同部活動等の積極的な運用を図る。

3 「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について（平成 29 年３月 14 日付け 28 ス庁第 704

号）」において、部活動指導員を制度化した概要、留意事項として部活動指導員の職務、規則等の整備、任

用、研修、生徒の事故への対応、適切な練習時間や休養日の設定、生徒、保護者及び地域に対する理解の

促進等について示されている。
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④ 学校単位で参加する大会等の見直し

東かがわ市教育委員会は、学校部活動が参加する大会・コンクール等の全体像を把

握し、週末等に開催される大会・コンクール等に参加することが、生徒や部活動顧問

の過度な負担とならないよう、大会等の統廃合等について、主催者への要請または検

討を行う。

校長は、生徒や部活動顧問の負担が過度とならないことを考慮して、参加する大会

等を精査する。

（３）適切な休養日等の設定

○ 運動部活動について

・ 運動部活動における休養日及び活動時間については、成長期にある生徒が、運

動、食事、休養及び睡眠のバランスのとれた生活を送ることができるよう、スポ

ーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間に関する研究4も

踏まえ、上記を基準とする。

■ 生徒や部活動顧問の過度な負担とならないよう、大会等の統廃合等を主催者

に要請する。

■ １日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の

週末を含む）は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・

効果的な活動を行う｡

■ 学期中は、週２日以上の休養日を設定する。（平日は少なくとも１日、土曜日

及び日曜日〈以下「週末」という。〉は少なくとも１日以上休養日とする。週末

に大会・コンクール参加等で活動した場合は、休養日を他の日〈大会等の翌日

が望ましい。〉に振り替える。）なお、各学校の試験発表期間中についても休養

日とする。

■ 長期休業中における休養日の設定は、学期中に準じた扱いを行う。また、生

徒が十分な休養を取ることができるとともに、学校部活動以外にも多様な活動

を行うことができるよう、夏季・年末年始の学校閉庁期間は休養日とし、一定

程度の長期休養期間（オフシーズン）とする。

■ 連休（特に大型連休）等については、指針の内容を遵守しつつ地域や学校の

実態を踏まえて活動計画を工夫する。（大会・コンクール参加等で活動した場合

は、休養日を他の休日に振り替える。）

4 「スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間について」（平成 29 年 12 月 18 日

公益財団法人日本体育協会）において、研究等が競技レベルや活動場所を限定しているものではないこと

を踏まえた上で、「休養日を少なくとも１週間に１～２日設けること、さらに、週当たりの活動時間におけ

る上限は、16 時間未満とすることが望ましい」ことが示されている。
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○ 文化部活動について

・ 文化部活動における休養日及び活動時間についても、成長期にある生徒が、教

育課程内の活動、学校部活動、学校外の活動、その他の食事、休養及び睡眠等の

生活時間のバランスのとれた生活を送ることができるよう、同様とする。

○ 休養日設定等における留意点

・ 休養日及び活動時間等の設定については、学校や地域の実態及び各競技等の特

性を踏まえ、部活動共通、学校全体、市内共通の部活動休養日を設けることも考

える。

・ 校長は、「学校の部活動に係る活動方針」の策定に当たっては、上記の基準に則

り、各部活動の休養日及び活動時間等を設定し、公表する。また、各部活動の活

動内容を把握し、適宜、指導・是正を行う等、その運用を徹底する。

（４）生徒・地域のニーズを踏まえたスポーツ・文化芸術環境の整備

○ 多様なニーズに応じた運動部活動や文化部活動に関しては、部活動の地域移行で

の受け皿となる東かがわクラブと連携し、次の視点で活動を工夫する。

・ 競技・大会志向でなくレクリエーション志向で行う活動

・ 体力づくりを目的とした活動

・ 生徒が楽しく体を動かす習慣の形成に向けた動機付けとなる活動

・ 体験教室などの活動

・ レクリエーション的な活動

・ 障がいの有無や年齢等に関わらず一緒に活動することができる活動

・ 生涯を通じて文化芸術を愛好する環境を促進する活動 等

■ 学校部活動は、部活動顧問（教員）や部活動指導員等の指導の下、生徒が自

主的・自発的に活動を組織し、展開することに一つの本質を有しており、指導

者等は、個々の生徒の個性を把握し、理解し、その願いに応えられるよう努め

ていくことが求められる。

■ 一方、性別や障害の有無を問わず、技能等の向上や大会等で好成績を収める

こと以外にも、気軽に友達と楽しめる、適度な頻度で行える等、多様なニーズ

に応じた活動を行うことができる環境を整備することも大切である。

■ こうした環境整備に当たっては、地域とも連携し、そのニーズに対応してい

くことが望ましい。
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○ 入部の在り方について

・ 校長は、学校部活動は生徒の自主的・自発的な参加により行われるものである

ことを踏まえ、生徒一人ひとりの考えを尊重するとともに、生徒の意思に反して

強制的に加入させることがないようにする。

・ 校長は、生徒が希望すれば、特定の種目・部門だけでなく、スポーツ・文化芸

術や科学分野の活動や地域での活動も含めて、様々な活動を同時に経験できるよ

う配慮する。

○ 活動場所及び移動手段

・ 活動場所は、東かがわ市立小中学校の学校体育施設、東かがわ市立の社会体育

施設及び社会教育施設等とする。活動が安全適正で効果的なものとなるよう、施

設等の管理運営について規則等を整備するとともに、使用施設に関しては負担軽

減や利用しやすい環境づくりを支援する。

また、生徒の活動場所への移動に関しては、平日、休日ともに計画的・実用的

にクラブ活動バス（スクールバス活用）を運行し、安全で効率的な活動を支援す

る。

（５）安全管理・事故防止

① 考え方と留意点

○ 健康状態の把握

・ 生徒に自らの健康状態について関心や意識をもたせる。

・ 適度な休養や水分・栄養等の補給に留意させる。

・ 生徒の持病や健康診断（心電図検査等）の結果等を把握し、必要に応じて、医

師の指示を仰ぐとともに、養護教諭、学級担任、保護者等との連携を密にし、健

康状態について常に把握しておく。

・ 活動に際し、健康観察を適切に行い、けがをしていたり体調が優れない生徒に

対しては、無理をさせず、活動内容を制限させるか、休ませる。

○ 指導上の留意事項

・ 学年や個人差に十分配慮した段階的・計画的な指導を行う。

・ 部活動顧問が互いに連携し、生徒の行動に目を配り、安全に活動できているか、

注意を払う。

・ 自分や他者の危険を予測し、どのようにすれば危険を回避できるのかを具体的

な場面を用いて、明確に示し、ルールや規則を守る意義を理解させるとともに、

危険に対する予知や判断能力を育成する。

■ 学校部活動は、学校教育の一環として行われる活動であることから、授業や

学校行事などと同様に生徒の安全に配慮しなければならない。
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・ 気象庁が発表する情報や環境省熱中症予防情報サイト上の暑さ指数（ＷＢＧＴ）

等の情報や、測定器を活用して得た情報に十分留意し、気温・湿度などの環境条

件に配慮した活動を実施する。その際、活動の中止や、延期、見直し等柔軟に対

応を検討する。

・ 活動中及びその前後もこまめに水分や塩分を補給し、休憩を取るとともに、生

徒への健康観察など健康管理を徹底する。特に、活動に不慣れな下級生の活動に

は十分留意する。

・ 熱中症の疑いのある症状が見られた場合には、早期に水分・塩分補給、体温の

冷却、病院への搬送等、適切な応急手当等を実施する。

・ 暴風や雷、大雨等、急な天候の変化に対して、情報収集に努め、それらが十分

に予想される場合は、即時に活動を中止し、生徒の安全確保に努める。

○ 施設・設備・用具の安全点検と安全管理

・ 施設・設備・用具の定期的な点検と使用前後の点検を行う。また、生徒にも安

全確認の習慣化を図る。

・ 施設・設備・用具を正しく使用し、事故が起きないようにする。

② 事故発生時の対応

○ 迅速で適切な事故対応に向けて

・ 万が一の事故発生時には、各学校で作成した学校管理下における「危機管理マ

ニュアル」を参照のうえ、適切な対応を行う。また、部活動指導員や外部指導者

等にも事故対応について共有する。

■ 校長は、日頃から事故発生に対応できるよう、初期対応やＡＥＤの使用方法

など救急対応マニュアルを共通理解し、緊急体制を確立しておかなければなら

ない。
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３ 学校部活動と保護者・地域との連携

（１）保護者との連携

○ 保護者との連携を深めるために

・ 年度当初や入学説明会等で学校部活動の教育的意義や目標、活動方針・年間計

画などを保護者に説明するとともに、毎月の活動内容や計画等を配付する。

・ 傷病時には、必ず保護者に連絡し、適切な対応を行う。

・ 学校部活動に係る経費については、できるだけ保護者の負担を軽減するよう配

慮する。また、必要経費等を徴収する場合は、保護者に事前に文書等で集金額と

その用途を周知するとともに、実施後は決算報告を行う。

（２）地域との連携

○ 地域との連携を深めるために

・ 東かがわ市教育委員会及び校長は、学校や地域の実情に応じて、地域のスポー

ツ・文化芸術団体との連携等により、保護者の理解と協力を得て、学校と地域が

協働・融合した形での地域におけるスポーツ・文化芸術の整備を進める。

・ 東かがわ市教育委員会及び校長は、地域の実情に応じ、学校種を越え、高等学

校等との合同練習を実施するなどにより連携を深め、生徒同士の切磋琢磨や多様

な交流の機会を設ける。

・ 東かがわ市教育委員会及び校長は、地域で実施されている分野と同じ分野の学

校部活動については、休日の練習を共同で実施するなど連携を深める。休日に限

らず平日においても、できるところから地域のスポーツ・文化芸術団体等と連携

して活動する日を増やすなどの工夫をする。

・ 東かがわ市教育委員会及び校長は、学校部活動だけでなく、地域で実施されて

いるスポーツ・文化芸術活動の内容等も生徒や保護者に周知するなど、生徒が興

味関心に応じて自分にふさわしい活動を選べるよう配慮する。

■ 学校部活動を充実させるためには、保護者の理解や協力を得ることが不可欠

である。学校部活動に対する保護者の考え方は様々であり、保護者に学校部活

動を正しく理解してもらうよう努める。

■ 学校部活動については、その意義を踏まえたうえで、生徒にとって望ましい

スポーツ・文化芸術環境となるよう、適正な運営や効率的・効果的な活動の推

進を図ることとし、部活動の指導者として地域の人材を活用することや、複数

校による合同部活動の実施など、地域との連携を、地域の実情に応じ、積極的

に進めていく。

■ 生徒のスポーツや文化、科学等の活動を充実させるためには、学校と地域が

共に子どもを育てるという視点に立ち、連携を図ることが大切である。
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Ⅲ 新たな地域クラブ活動

今後も生徒数が減少していくことが見込まれる中、学校部活動の維持が困難となる前

に、学校と地域との連携・協働により、生徒のスポーツ・文化芸術活動の場として、地

域の運営団体・実施主体による新たな地域クラブ活動の実施に向けた枠組みを整備する

必要がある。

また、地域クラブ活動は、学校の教育課程外の活動として、社会教育法上の「社会教

育」（主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエー

ションの活動を含む。））の一環として捉えることができ、また、スポーツ基本法や文化

芸術基本法上の「スポーツ」「文化芸術」として位置付けられるものでもある。したがっ

て、地域クラブ活動は、学校と連携し、学校部活動の教育的意義を継承・発展しつつ、

スポーツ・文化芸術の振興の観点からも充実を図ることが重要である。

このため、県との連携により、学校部活動で担ってきた生徒のスポーツ・文化芸術の

機会を地域全体で支えていくための新たな枠組みづくりを進め、地域の実情に応じ、関

係者の共通理解の下、できるところから学校部活動の地域移行を進めていくこととする。

１ 地域移行の目的及び方向性

○ 新たな地域クラブ活動の整備から期待できること

・ 中学校の生徒だけではなく、他の世代にとっても、気軽にスポーツ・文化芸術

活動を行える環境となり、地域全体として幅広いニーズに応えられる。

・ 生涯を通じた運動習慣作りや文化芸術等の愛好が促進される。

・ 行政やスポーツ・文化芸術団体、学校等との緊密な連携や、指導者等の活用が

充実する。

これらのことを踏まえ、本市においては東かがわ市教育委員会が設置・直轄運営す

る「東かがわクラブ」が地域クラブ活動への移行の中核を担う。生徒の活動機会の確

保を最優先とし、学校や地域の実情に応じて、推進計画に従い取組みを進める。

■ 今後も生徒数が減少していくことが見込まれる中、学校部活動の地域移行は、

生徒のスポーツ・文化芸術環境をより良いものとするため、地域の持続可能で多

様な環境の一体的な整備を図ることを目的とするものである。その際、学校部活

動の教育的意義を継承・発展させ、新しい価値が創出されるよう、学校等の関係

者の理解と協力の下、生徒の活動の場として、地域クラブ活動を行う環境を地域

の実情に応じて整備していくことが必要である。

■ 当初は、休日における地域クラブ活動の環境整備を進めることを基本とし、平

日における環境整備については、休日における取組みの進捗状況等を検証しなが

ら、できるところから取組みを進める。

■ 学校部活動の地域移行を進めるに当たっては、関係者の共通理解の下、取組み

を進める必要があることから、推進計画等の策定や関係者間で協議を行う場を設

定するなど、丁寧に議論・調整を行いながら進める必要がある。
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２ 東かがわクラブの運営と活動
（１）運営団体・実施主体

東かがわ市教育委員会は、学校部活動の地域移行に関する新たな枠組みとして、「東

かがわクラブ」（令和５年４月）を設置する。

「東かがわクラブ」は、学校部活動が培ってきた教育的意義や役割の継承・発展、

新しい価値の創出、学校、保護者、地域の連携のもとスポーツ・文化芸術活動による

教育的機能を高めることを目的とする。規則や要綱を整備し、それに基づいて市立中

学校における全ての学校部活動の受け皿として、学校や関係機関・団体と連携・協力

し、以下の①～③の事業を実施する。

①スポーツ・文化支援事業

②地域との交流事業

③その他、会長が必要と認める事業

「子どもたちを導く」という責任ある立場のクラブ関係者及び指導員には、使命感

とともにより高い倫理観、法令遵守が求められる。東かがわクラブ設置規則並びに指

導員設置要綱、加えてスポーツ庁・文化庁・各競技団体の掲げるガイドライン・指導

の手引きとあわせて、生徒一人一人を健全に育成するために、個々の良さを見いだし、

ぬくもりのあるまなざしで指導することを大切に考える。

また、複数種目のスポーツ・文化芸術活動を定期的に実施できる事務局体制を整備

して公正かつ適切な会計処理を行い、関係者に対する情報開示を行うなど、改革推進

期間終了後も持続可能な運営ができる組織となることを目指す。

○ 東かがわクラブに想定される主な業務

・ 規約・運営方針の策定 ・ 活動する種目等の決定

・ 活動周知に係る広報活動 ・ 参加者の募集・受付

・ 活動のマネジメント（活動計画・活動実績報告の作成、施設の確保、大会等の

参加手続き、保険手続き、送迎バスの運行、事故やトラブル発生時の対応 等）

・ 指導員のマネジメント（指導者の確保、報酬の支払い、研修会の実施、従事時

間管理、シフトの作成 等）

・ 参加者のマネジメント（出欠管理、安全管理、費用負担の検討・財源確保 等）

・ 地域、学校、関係団体等との連携

・ 参加者及び保護者の満足度を高める工夫（アンケートの実施） 等

（２）参加者

■ 原則として、東かがわ市に在住する中学生までの子どもを対象とする。ただ

し、市外に在住する者であっても、本市における平日の活動に参加の事実があ

る場合は、大会に出場できるものとする。

なお、イベント活動への参加については居住地の制限は設けない。
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（３）指導員

○ 想定される東かがわクラブの指導員

・ 教職員等の兼職兼業

・ 部活動指導員となっている人

・ 退職教員

・ スポーツ・文化芸術団体の指導者

・ 公認スポーツ指導者

・ スポーツ推進委員

・ 競技・活動経験のある大学生

・ 学校支援ボランティア、地域おこし協力隊 等

○ 教員等の兼職兼業について

・ 教育委員会等が兼職兼業の許可をする際には、「公立学校の教師等が地域クラブ

活動に従事する場合の兼職兼業について（手引き）」（文部科学省）を参考にしつ

つ、教員等の本人の意思を尊重し、指導を望んでいないにもかかわらず参加を強

いられることがないよう十分に確認するとともに、勤務校等における業務への影

響の有無、教員等の健康への配慮など、学校運営に支障がないことの校長の事前

■ 東かがわクラブは、生徒にとってふさわしいスポーツ・文化芸術環境を整備

するため、各地域において、専門性や資質・能力を有する指導員を確保するこ

とが必要である。その際、指導員の養成や資質向上のための取組みとして、多

様な研修会の開催・参加や資格取得の奨励・支援等の配慮に努める。

■ 東かがわクラブは、「Ⅱ 学校部活動」に準じ、参加者の心身の健康管理、事

故防止を徹底し、体罰・暴言・暴力・行き過ぎた指導・ハラスメント等の行為

を根絶する。東かがわ市教育委員会は、適宜、指導員に指導助言を行う。

■ 東かがわクラブは、生徒の安全・健康管理等を確保するため、１種目当たり

原則複数名（２名以上）の指導員を配置するとともに、各種目においてリーダ

ーとなるコーディネーター１名を指名し、指導方針の共有や連絡調整の円滑化

を図る。

■ 指導員は「子どもたちを導く」という責任ある立場を自覚し、守秘義務の遵

守や信用を失墜する行為・体罰・ハラスメント等の禁止など、コンプライアン

スの徹底を図って、生徒一人一人を健全に育成する指導を行う。

■ 指導員は、「Ⅱ 学校部活動」に準じ、生徒との十分なコミュニケーションを

図りつつ、適切な休養、過度の練習の防止や合理的かつ効率的・効果的な練習

の積極的な導入等を行う。

■ 東かがわクラブは、指導員一人一人の指導の在り方や指導に携わる時間を把

握して心身の健康状態に配慮するとともに、指導員が一人で悩みや問題を抱え

込むことがないよう、相談窓口（原則 事務局内）を示し、組織として対応す

ることで、指導員を支える体制を整える。
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確認等も含め、検討して許可する。

○ 地方公務員である公立学校の教師等（常勤・非常勤を問わず、事務職員等を

含む。以下同じ。）は、

①当該教師等が希望する場合であって、

②地方公務員法第 38 条や教育公務員特例法第 17 条等の規定に基づき、

③服務を監督する教育委員会（以下「服務監督教育委員会」という。）の許可を

得た場合には、

兼職兼業を行うことが可能である。※パートタイム会計年度任用職員は兼職兼業の許可は不要

○ 地域クラブ活動に従事することを希望する教師等については、学校以外の主

体である地域団体の業務に報酬を受けて従事することとなるため、一般的な手

続きとして、兼職兼業希望先からの依頼状を基に上司である校長等へ相談・了

承の上、服務監督教育委員会の兼職兼業の許可を得て、地域団体の業務に従事

することとなる。

＜運営主体や勤務形態に応じた諸制度の扱いについて（整理表）＞

【「公立学校の教師等が地域クラブ活動に従事する場合の兼職兼業について（手引き）」（文部科学省）】
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（４）活動

○ 特定の種目や分野に継続的に専念する活動以外の活動の例

・ 体験教室

・ レクリエーション的な活動

・ 障がいの有無や年齢層にかかわらず、誰もが一緒に参加できる活動

・ アート活動 等

○ 適切な休養日等の設定

・ １日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の週

末を含む）は原則として３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効

率的・効果的な活動を行う。

・ 学校の学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。（平日は少なくとも１日、

土曜日及び日曜日〈以下「週末」という。〉は少なくとも１日以上を休養日とする。

週末に大会参加等で活動した場合は、休養日を他の日に振り替える。）

・ 学校の長期休業中における休養日の設定は、学期中に準じた扱いを行う。また、

生徒が十分な休養を取ることができるとともに、学校部活動以外にも多様な活動

を行うことができるよう、夏季・年末年始の学校閉庁期間は休養日とし、一定程

度の長期休養期間（オフシーズン）とする。なお、各学校の試験発表期間中につ

いても休養日とする。

・ 連休（特に大型連休）等については、指針の内容を遵守しつつ地域や学校の実

態を踏まえて活動計画を工夫する。（大会・コンクール参加等で活動した場合は、

休養日を他の休日に振り替える。）

・ 会長は、各種目部会の活動内容・計画及び参加する大会・コンクール等を把握

し、生徒や指導員の過度な負担にならないよう適宜、指導・是正を行う。

■ 競技・大会志向で特定の種目や分野に継続的に専念する活動だけではなく、

生徒の志向や体力等の状況に適したスポーツ・文化芸術に親しむ機会を、指導

体制に応じて段階的に確保する。また、他の世代向けに設置されている活動に

生徒が一緒に参画できるようにすることも考えられる。

■ 東かがわクラブは、生徒の心身の成長に配慮して、健康に生活を送れるよう、

「Ⅱ 学校部活動」に準じた活動時間、休養日を設定する。その際、学校部活動

と地域クラブ活動が併存することから、生徒の成長や生活全般を見通し、運営

団体・実施主体と学校を中心とした関係者が連携し、調整を図ることが必要で

ある。

■ 東かがわクラブは、その活動を保護者に丁寧に周知するとともに、生徒や保

護者、地域住民等の理解を得つつ、活動の維持・運営に必要な範囲で、可能な

限り低廉な会費を設定する。
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○ 活動の把握や大会・コンクール等の参加

競技・大会志向で特定の種目や分野に継続的に専念する活動だけではなく、生徒

の志向や体力等の状況に適したスポーツ・文化芸術に親しむ機会を、指導体制に応

じて段階的に確保する。東かがわ市教育委員会、東かがわクラブは、各種目部会の

活動内容・計画及び生徒が参加する大会・コンクール等の全体像を把握し、生徒や

指導員の過度な負担とならないよう必要な指導助言や要請を行う。

・ 年間計画の作成

各種目部会は、参加する大会・コンクール等の精選を前年度末に行うなど、計

画を作成するに当たっては、効果的・効率的な活動となるよう内容を考慮する。

その際、生徒の健康状態や生活・学習状況も加味しながら活動時間や休養日を適

切に設定する。年間計画については、前年度３月末日までにホームページ等によ

り公表する。

・ 中学校体育連盟・吹奏楽連盟が主催する大会・コンクールの参加

各連盟が定める参加規程に基づき参加する。連盟が主催する大会に係る参加申

込等の手続きは、東かがわクラブ各種目別コーディネーターが行う。

・ 各競技団体及び文化芸術団体等が主催する大会の参加

競技団体・文化芸術団体等が定める参加規程に基づき参加する。大会・コンク

ールに係る参加申込等の手続きは、東かがわクラブ各種目別コーディネーターが

行う。

・ その他、民間団体や組織等が開催する大会・コンクール等の参加

上記 ２つの項目に関連する重要な大会・コンクールや生徒の日ごろの練習の

成果を発揮する貴重な機会となる真に必要な大会・コンクール等の場合に、「東か

がわクラブ」の活動範囲で参加することとする。ただし、生徒及び保護者の過度

な負担となることがないように年間予定に基づく参加を基本とする。

・ 大会・コンクール等への参加の制限

東かがわ市教育委員会（東かがわクラブ）は、生徒が参加する大会・コンクー

ル等の全体像を把握し、週末等に開催されるものへの参加が、生徒や指導員の過

度な負担とならないよう、統廃合等を主催者に要請する。

参加に当たっては、国及び香川県のガイドライン等を遵守するとともに、学校

行事や試験期間等にも配慮し、状況によっては参加を制限することがある。

○ 大会・練習試合等参加に係る移動手段の留意点

大会・練習試合等参加の際の移動手段はスクールバスの有効利用及び公的交通

機関を用い、指導員が運転する車両での生徒の引率業務はしない。

また、原則保護者の運転する車両にはほかの生徒を同乗させない。

保護者の車両に乗り合わせていく場合、万が一発生した事故や盗難については、

本クラブは一切責任を負わない。
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○ 保険に係る留意点

・ 東かがわクラブの活動については、独立行政法人日本スポーツ振興センターの

災害共済給付制度の対象外であるため、生徒が安心してスポーツ・文化芸術活動

に参加できるよう、また自身のけがだけでなく、他人にけがをさせてしまう場合

等も踏まえて、自己負担による傷害保険・個人賠償責任保険等に加入することを

原則とする。

・ 指導員についても、指導等の最中にけがをすることや指導している生徒に対し

てけがをさせてしまうことなども想定され、事務局の負担により保険に加入する。

（５）学校との連携等

３ 学校部活動の地域移行に向けた東かがわクラブの取組み

（１）推進体制の整備

・ 東かがわ市教育委員会は、東かがわ市部活動地域移行推進計画及び活動方針を策

定し、改革推進期間中に休日の部活動が円滑に地域移行できるよう体制を整備する。

アンケートなどを通じた生徒等のニーズ把握、新たなスポーツ・文化芸術環境の整

備方法等に関する教育振興審議会の開催、学校部活動の受け皿として「東かがわク

ラブ」を設置（※１）、必要な財源等の確保・支援、香川県・東かがわ市立中学校・

東かがわ市内関係団体等との連携・調整を図る。学校教育課が主管し、生涯学習課

と連携協力しながら円滑な地域移行を推進することで、地域スポーツ・文化芸術活

動の充実を図る。

※１ 令和５年４月 東かがわ市教育委員会規則施行、クラブ設置

（２）ニーズの把握

・ 東かがわクラブは、それぞれの地域における資源（スポーツ・文化芸術活動に関

わる組織、人材、活動環境等）を把握するとともに、持続可能なスポーツ・文化芸

術活動の検討を進める。また、市立学校における児童生徒や保護者のニーズ、学校・

地域の意向を把握する。

■ 東かがわクラブと学校部活動との間では、運営団体・実施主体や指導者が異

なるため、活動方針や活動状況、スケジュール等の共通理解を図るとともに、

関係者が日々の生徒の活動状況に関する情報共有等を綿密に行い、学校を含め

た地域全体で生徒の望ましい成長を保障する必要がある。

■ 東かがわ市教育委員会は、東かがわクラブの取組み状況を適宜把握し、必要

な指導助言を行う。

■ 学校の設置者及び校長は、地域で実施されているスポーツ・文化芸術活動の

内容等も生徒や保護者に周知するなど、生徒が興味関心に応じて自分にふさわ

しい活動を選べるようにする。
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・ 東かがわクラブは、本クラブの活動や部活動の地域移行への保護者・地域の要望

を説明・懇談会やアンケートの適時実施により把握するとともに、活動参観や指導

員との面談による意見聴取を行い、指導の充実や運営改善に生かす。

・ 東かがわクラブは、クラブでの指導を希望する教員の意向を把握するため、教員

へのアンケートを実施するなど、本人の意思に反して、無理に兼職兼業させること

のないよう配慮する。

（３）指導員の確保

・ 東かがわクラブは、地域内の指導員の状況をはじめ、広域的なスポーツ・文化芸

術環境に関する情報を集約するよう努め、クラブ運営や生徒の活動が適正に行える

よう、東かがわクラブ指導員設置要綱に定められた事項に従って指導員の選定、確

保を進める。

・ 平日と休日で指導員が異なる場合については、種目別コーディネーターを要とし

て、あらかじめ指導員等の間で指導方針や生徒の活動状況に関する情報等の共有を

行うなど緊密な連携を図るとともに、生徒や保護者等へ説明を丁寧に行う。

（４）生徒や保護者等への情報発信

・ 東かがわ市教育委員会・東かがわクラブは、令和５年度以降、地域移行を進める

ことについて、情報発信を強化する。

・ 学校、保護者、地域のスポーツ・芸術団体等の関係者に対し、本市の取組み状況

を発信するため、推進計画や活動方針の策定等により、取組みの背景や具体的な内

容、生徒自身や地域社会に対し見込まれる効果、スケジュール等について分かりや

すく周知し、理解と協力を得られるよう取り組む。

◇ 教育委員会ホームページ「部活動の地域移行」に関する内容の充実

◇ 「部活動の地域移行」に関するリーフレットでの適時情報発信

（５）活動場所の確保とスクールバスの有効利用による移動支援

・ 東かがわ市教育委員会は、施設等の管理運営について規則等を整備して示し、東

かがわクラブの活動場所となる、東かがわ市立小中学校の学校体育施設、東かがわ

市立の社会体育施設及び社会教育施設等について、負担軽減や利用しやすい環境づ

くりに努める。

・ 生徒の活動場所への移動に関しては、平日、休日ともに計画的・実用的に「中学

生放課後活動巡回バス」（スクールバスの有効利用）を運行し、安全で効率的な活動

を支援するなど、改革推進期間終了後の「東かがわクラブ」の安定的・持続的な運

営を促進する。

（６）活動に係る経費等

・ 経費については、基本的に受益者（保護者）負担とする。学校部活動は、教職員

の献身的な指導の下、指導にかかる報酬などが発生せず、比較的低額で行うことが
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できたが、東かがわクラブは指導員への報酬や個人の保険代など、参加者からの会

費を元にクラブを運営していくことになる。

また、種目によっては、別途、必要経費を集金する場合もある。

・ 負担額については、国や県、市の補助制度も含めて、可能な限り保護者負担を軽

減できるように検討していく。

・ 東かがわ市教育委員会は、経済的困窮家庭の生徒が会費負担を理由に「東かがわ

クラブ」の活動に参加できないことがないよう、適切な措置を講ずる。


